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計画書  

尾張都市計画地区計画の決定（小牧市決定）  

都市計画本庄・池之内地区計画を次のように決定する。  

名   称  本庄・池之内地区計画  

位   置  小牧市大字本庄、大字池之内、大字上末の一部  

区域面積  約 25.5ha 

区
域
の
整
備
、
開
発
、
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区計画の目標  

土地利用の規制、誘導を図り、周辺環境とも調和

した良好な工業環境の形成と保全を図ることを目

標とする。  

 

土地利用の方針  

本地区を 4 つに区分し、以下の方針により土地利用

を誘導する。  

A 地区：周辺環境への影響に留意するとともに、製

造業及び物流施設を主とした工業系の土地利用に

純化することにより、周辺地域と調和した良好な工

業環境の形成と保全を図る。  

B 地区：周辺環境への影響に留意するとともに、製

造業及び物流施設を主とした工業系の土地利用を

図り、また、従業者や広域交通体系の利用者に対す

る利便性の向上及び土地活用のための事務機能や

商業機能等を集積することにより、周辺地域と調和

した良好な工業環境の形成と保全を図る。  

C 地区：周辺環境への影響に留意し、既存住宅等と

の調和が図られた住工共存できる良好な環境の形

成を図る。  

D 地区：周辺環境への影響に留意するとともに、物

流施設を主とした工業系の土地利用を図り、また、

従業者や広域体系の利用者に対する利便性の向上

のため商業機能等を集積することにより、周辺地域

と調和した良好な工業環境の形成と保全を図る。  

 

地区施設の整備方針  

本地区における地区施設としては、道路、水路、

緑地、調整池を適切に配置し、これらの施設の維持・

保全を図る。  

 

建築物の整備方針  

周辺環境に配慮した工業環境の形成と保全を図

るため、建築物等の用途の制限、建築物等の敷地面

積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さ

の最高限度を定める。  

 

その他当該区域の整備  

開発及び保全の方針  

ゆとりと潤いのある工業環境の向上及び周辺環

境との調和を図るため、地区内の緑化と避難施設の

確保に努める。  
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地
区
整
備
計
画 

地区  

施設  

の  

配置  

及び  

規模  

道路  

名称  幅員  延長  配置  備考  

道路 1 号  3.3m(9.5m) 約 130m 

計画図  

表示の  

通り  

歩 道 設 置 ()道 路 幅 員 構 成  

道路 2 号  4.5m 約 350m  

道路 3 号  9.8m～ 12m 約 620m 
市 道 前 田 2 号 線 の現 道 及

び 拡 幅 部  

道路 4 号  
10.5m～

42.2m 
約 110m 歩 道 設 置  

道路 5 号  
2.6m～ 4.4m 

(6.4ｍ～
10.5m) 

約 170m 歩 道 設 置 ()道 路 幅 員 構 成  

道路 6 号  
10.0m～

42.2m 
約 170m  

道路 7 号  6.5m 約 150m  

道路 8 号  6.5m～ 17.6m 約 380m  

道路 9 号  6.5m 約 50m  

道路 10 号  0.2m～ 10m 約 140m 
主 要 地 方 道 春 日 井 各 務 原

線 の 交 差 点 周 辺 に お け る
拡 幅 部  

緑地  

名称  面積  配置  備考  

緑地 1 号  約 0.01ha 

計画図  

表示の  

通り  

乗 入 口 等 計 画 上 や む を 得
な い 部 分 を 除 く。  

緑地 2 号  約 0.38ha  

緑地 3 号  約 0.01ha  

緑地 4 号  約 0.01ha 乗 入 口 等 計 画 上 や む を 得
な い 部 分 を 除 く。  緑地 5 号  約 0.30ha 

緑地 6 号  約 0.07ha  

その他  

名称  幅員  延長  配置  備考  

水路 1 号  1.4m 約 330m 

計画図  

表示の  

通り  

 

水路 2 号  1.0m 約 10m  

水路 3 号  1.8m 約 10m  

水路 4 号  2.2m 約 110m  

水路 5 号  2.3m 約 300m  

水路 6 号  1.8m 約 50m  

水路 7 号  2.0m 約 10m  

水路 8 号  0.4m 約 10m  

水路 9 号  2.3m 約 150m  

水路 10 号  1.8m 約 50m  

水路 11 号  2.0m 約 5m  

水路 12 号  2.0m 約 330m  

水路 13 号  3.0m 約 100m  

調整池 1 号  約 2,300 ㎥   

調整池 2 号  約 2,390 ㎥   

調整池 3 号  約 3,030 ㎥   

調整池 4 号  約 310 ㎥   

調整池 5 号  約 400 ㎥   

調整池 6 号  約 140 ㎥   

調整池 7 号  約 190 ㎥   

調整池 8 号  約 6,300 ㎥   
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地

区

整

備

計

画  

建
築
物
に
関
す
る
事
項 

地

区

の

区

分  

名
称  A 地区  B 地区  C 地区  D 地区  

面
積  約 14.1ha 約 8.6ha 約 2.1ha 約 0.7ha 

建
築
物
等
の
用
途
の
制
限 

次に掲げる建築物以外は建築してはならない。  

１ .物 品 の 製 造 (加 工

又 は 修 理 を 含 む 。 )

又 は そ の 研 究 開 発

の 事 業 の 用 に 供 さ

れ る 施 設 。 た だし 、

次 に 掲 げ る も の を

除 く 。  

(1)建 築 基 準 法 (昭 和

２ ５ 年 法 律 第 ２ ０

１ 号 。以 下「 法 」と

い う 。 ) 別 表 第 ２

(る )項 第 １ 号 に 規

定 す る 工 場  

(2)廃 棄 物 の 処 理 及 び

清 掃 に 関 す る 法 律

(昭 和 ４ ５ 年 法 律 第

１ ３ ７ 号 。以 下「廃

棄 物 処 理 法 」 と い

う 。 )第 ２ 条 に 規 定

す る 一 般 廃 棄 物 又

は 産 業 廃 棄 物 の 処

理 施 設 (工 場 そ の 他

の 建 築 物 に 附 属 す

る も の で 、当 該 建築

物 に お い て 生 じ た

廃 棄 物 の み の 処 理

を 行 う も の を 除

く 。 ) 

２ .物 流 施 設 (輸 送 、保

管 、荷 さ ば き 、流通

加 工 (物 資 の 流 通 の

過 程 に お け る 簡 易

な 加 工 を い う 。 )そ

の 他 の 物 資 の 流 通

に 係 る 業 務 の 用 に

供 す る 建 築 物 )。  

３ .前 各 号 の 建 築 物 に

附 属 す る も の 。  

１ .物 品 の 製 造 (加 工

又 は 修 理 を 含 む 。 )

又 は そ の 研 究 開 発

の 事 業 の 用 に 供 さ

れ る 施 設 。 た だし 、

次 に 掲 げ る も の を

除 く 。  

(1)建 築 基 準 法 (昭 和

２ ５ 年 法 律 第 ２ ０

１ 号 。以 下「 法 」と

い う 。 ) 別 表 第 ２

(る )項 第 １ 号 に 規

定 す る 工 場  

(2) 廃 棄 物 の 処 理 及

び 清 掃 に 関 す る 法

律 (昭 和 ４ ５ 年 法 律

第 １ ３ ７ 号 。 以 下

「 廃 棄 物 処 理 法 」と

い う 。 )第 ２ 条 に 規

定 す る 一 般 廃 棄 物

又 は 産 業 廃 棄 物 の

処 理 施 設 (工 場 そ の

他 の 建 築 物 に 附 属

す る も の で 、当 該建

築 物 に お い て 生 じ

た 廃 棄 物 の み の 処

理 を 行 う も の を 除

く 。 )   

２ .物 流 施 設 (輸 送 、保

管 、荷 さ ば き 、流通

加 工 (物 資 の 流 通 の

過 程 に お け る 簡 易

な 加 工 を い う 。 )そ

の 他 の 物 資 の 流 通

に 係 る 業 務 の 用 に

供 す る 建 築 物 ) 

３ .店 舗 、 飲 食 店 、 そ

の 他 こ れ ら に 類 す

る 用 途 を 営 む 店 舗

の う ち 建 築 基 準 法

施 行 令 第 130 条 の 5

の 3 第 2 号 に 掲 げ

る も の で 、そ の 用途

に 供 す る 部 分 の 床

面 積 の 合 計 が

1,000 ㎡ 以 下 の も

の  

４ .事 務 所 の 床 面 積 の

合 計 が 1,000 ㎡ 以

下 の も の 。  

５ .前 各 号 の 建 築 物 に

附 属 す る も の 。  

１ .一 戸 建 て 住 宅  

２ .診 療 所  

３ .物 品 の 製 造 (加 工

又 は 修 理 を 含 む 。 )

又 は そ の 研 究 開 発

の 事 業 の 用 に 供 さ

れ る 施 設 。 た だし 、

次 に 掲 げ る も の を

除 く 。  

(1)建 築 基 準 法 (昭 和

２ ５ 年 法 律 第 ２ ０

１ 号 。以 下「 法 」と

い う 。 ) 別 表 第 ２

(る )項 第 １ 号 に 規

定 す る 工 場  

(2) 廃 棄 物 の 処 理 及

び 清 掃 に 関 す る 法

律 (昭 和 ４ ５ 年 法 律

第 １ ３ ７ 号 。 以 下

「 廃 棄 物 処 理 法 」と

い う 。 )第 ２ 条 に 規

定 す る 一 般 廃 棄 物

又 は 産 業 廃 棄 物 の

処 理 施 設 (工 場 そ の

他 の 建 築 物 に 附 属

す る も の で 、当 該建

築 物 に お い て 生 じ

た 廃 棄 物 の み の 処

理 を 行 う も の を 除

く 。 ) 

４ .物 流 施 設 (輸 送 、保

管 、荷 さ ば き 、流通

加 工 (物 資 の 流 通 の

過 程 に お け る 簡 易

な 加 工 を い う 。 )そ

の 他 の 物 資 の 流 通

に 係 る 業 務 の 用 に

供 す る 建 築 物 ) 

５ .店 舗 、 飲 食 店 、 そ

の 他 こ れ ら に 類 す

る 用 途 を 営 む 店 舗

の う ち 建 築 基 準 法

施 行 令 第 130 条 の 5

の 3 第 2 号 に 掲 げ

る も の で 、そ の 用途

に 供 す る 部 分 の 床

面 積 の 合 計 が

1,000 ㎡ 以 下 の も

の  

６ .事 務 所 の 床 面 積 の

合 計 が 1,000 ㎡ 以

下 の も の 。  

７ .前 各 号 の 建 築 物 に

附 属 す る も の 。  

１ .物 流 施 設 (輸 送 、保

管 、荷 さ ば き 、流通

加 工 (物 資 の 流 通 の

過 程 に お け る 簡 易

な 加 工 を い う 。 )そ

の 他 の 物 資 の 流 通

に 係 る 業 務 の 用 に

供 す る 建 築 物 ) 

２ .店 舗 、 飲 食 店 、 そ

の 他 こ れ ら に 類 す

る 用 途 を 営 む 店 舗

の う ち 建 築 基 準 法

施 工 令 第 130 条 の 5

の 3 第 2 号 に 掲 げ

る も の で 、そ の 用途

に 供 す る 部 分 の 床

面 積 の 合 計 が

1,000 ㎡ 以 下 の も

の  

３ .前 各 号 の 建 築 物 に

附 属 す る も の 。  

建 築
物 等
の 敷
地 面
積 の
最 低
限度  

5,000 ㎡  －  
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壁面

の位

置の  

制限  

A 地区  B 地区  C 地区  D 地区  

建 築 物 の 外 壁 又は

こ れ に 代 わ る 柱の 面

か ら 道 水 路 境 界線 及

び 道 水 路 境 界 線以 外

の 敷 地 境 界 線 (隣 地が

当 該 地 区 整 備 計画 区

域 内 で あ る 場 合の 敷

地 境 界 線 を 除 く。 )ま

で の 距 離 は １ ｍ以 上

と す る 。  

建 築 物 の 外 壁 又は

こ れ に 代 わ る 柱の 面

か ら 道 水 路 境 界線 及

び 道 水 路 境 界 線以 外

の 敷 地 境 界 線 (隣 地が

当 該 地 区 整 備 計画 区

域 内 で あ る 場 合の 敷

地 境 界 線 を 除 く。 )ま

で の 距 離 は １ ｍ以 上

と す る 。  

な お 、 B、 D 地 区 に

隣 接 す る C 地 区 の 住

宅 及 び 農 地 と 接す る

境 界 に お い て は、 建

築 物 の 外 壁 又 はこ れ

に 代 わ る 柱 の 面か ら

の 敷 地 境 界 線 まで の

距 離 は ５ ｍ 以 上と す

る 。  

 

－  

建 築 物 の 外 壁 又は

こ れ に 代 わ る 柱の 面

か ら 道 水 路 境 界線 及

び 道 水 路 境 界 線以 外

の 敷 地 境 界 線 (隣 地が

当 該 地 区 整 備 計画 区

域 内 で あ る 場 合の 敷

地 境 界 線 を 除 く。 )ま

で の 距 離 は １ ｍ以 上

と す る 。  

な お 、 B、 D 地 区 に

隣 接 す る C 地 区 の 住

宅 及 び 農 地 と 接す る

境 界 に お い て は、 建

築 物 の 外 壁 又 はこ れ

に 代 わ る 柱 の 面か ら

の 敷 地 境 界 線 まで の

距 離 は ５ ｍ 以 上と す

る 。  

建築

物等

の高

さの

最高

限度  

40ｍ  40ｍ  

た だ し 、次 の 各 号の

定 め に 従 わ な け れ ば

な ら な い 。  

１ ．B、D 地 区 に 隣接

す る C 地 区 の 住 宅 及

び 農 地 に 対 し 、冬 至 日

の 真 太 陽 時 に よ る 午

前 ８ 時 か ら 午 後 ４ 時

ま で の 間 に お いて 、平

均 地 盤 面 か ら １．５ メ

ー ト ル の 高 さ の 水 平

面 に 、敷 地 境 界か ら の

水 平 距 離 が ５ メ ー ト

ル を 超 え １ ０ メ ー ト

ル 以 内 の 範 囲 に お い

て は ４ 時 間 以 上、１ ０

メ ー ト ル を 超 え る 範

囲 に お い て は ２．５ 時

間 以 上 日 影 と な る 部

分 を 生 じ さ せ な い も

の と す る 。  

２ ．同 一 敷 地 内 に２

以 上 の 建 築 物 が あ る

場 合 に お い て は、こ れ

ら の 建 築 物 を 一 の 建

築 物 と み な し て、前 号

の 規 定 を 適 用 する 。  

３ ．建 築 物 の 敷 地が

道 路 等 に 接 す る場 合 、

建 築 物 の 敷 地 と こ れ

ら に 接 す る 隣 地 と の

高 低 差 が 著 し い 場 合

そ の 他 こ れ に 類 す る

特 別 の 事 情 が あ る 場

合 に お け る 第 １ 号 の

規 定 の 適 用 の 緩 和 に

関 す る 措 置 は 、建 築 基

準 法 施 行 令 第 １ ３ ５

条 の １ ２ の 定 め に よ

る も の と す る 。  

 

－  40ｍ  

た だ し 、次 の各 号 の

定 め に 従 わ な け れ ば

な ら な い 。  

１ ．B、D 地 区 に 隣 接

す る C 地 区 の 住 宅 及 び

農 地 に 対 し、冬 至 日 の

真 太 陽 時 に よ る 午 前

８ 時 か ら 午 後 ４ 時 ま

で の 間 に お い て、平 均

地 盤 面 か ら １．５ メ ー

ト ル の 高 さ の 水 平 面

に 、敷 地 境界 か ら の 水

平 距 離 が ５ メ ー ト ル

を 超 え １ ０ メ ー ト ル

以 内 の 範 囲 に お い て

は ４ 時 間 以 上、１ ０ メ

ー ト ル を 超 え る 範 囲

に お い て は ２．５ 時 間

以 上 日 影 と な る 部 分

を 生 じ さ せ な い も の

と す る 。  

２ ．同 一 敷 地内 に ２

以 上 の 建 築 物 が あ る

場 合 に お い て は、こ れ

ら の 建 築 物 を 一 の 建

築 物 と み な し て、前 号

の 規 定 を 適 用 する 。  

３ ．建 築 物 の敷 地 が

道 路 等 に 接 す る場 合 、

建 築 物 の 敷 地 と こ れ

ら に 接 す る 隣 地 と の

高 低 差 が 著 し い 場 合

そ の 他 こ れ に 類 す る

特 別 の 事 情 が あ る 場

合 に お け る 第 １ 号 の

規 定 の 適 用 の 緩 和 に

関 す る 措 置 は、建 築 基

準 法 施 行 令 第 １ ３ ５

条 の １ ２ の 定 め に よ

る も の と す る 。  
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建 築

物 等

の 形

態 ま

た は

意 匠

の 制

限  

建築物や屋外広告物 (蛍光表示等 )の形態や色彩は、周辺環境に配慮したものと

する。  

備考  

敷地面積が 10,000 ㎡以上の工場が立地する場合は、都市計画法 第 33 条第 1 項

の設置基準に準拠して緩衝緑地帯を設置する。  

延べ面積が 10,000 ㎡以上の建築物については 、標高 38.0ｍ以上で、地区内の避

難施設として利用可能な床面積を 1,000 ㎡以上確保すること。  

 

理由  

周辺の環境に配慮しつつ、既存の工業地域に近接し、土地の利用の整合を図るこ

とが可能な産業候補地区 (先端産業・工業・物流ゾーン )であることを活かし、産業

集積を進める工業系市街地を整備するため、地区計画を定めるものである。  

 


